
契  約  書 （案） 

 

 地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「発注者」という。）と〇〇〇〇〇〇〇〇〇（以下「受

注者」という。）とは、「広島市立北部医療センター安佐市民病院(仮称)テレビ等レンタルシステム設

置運営業務」に関し、次のとおり契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この契約書に基づき、仕様書等（別添の仕様書、業務に関する説明

書、これに対する質問回答書及びプロポーザル提案書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令

を遵守し、この契約書及び仕様書等を内容とする業務の契約（以下「本契約」という。）を履行し

なければならない。 

２ 受注者は、本契約に基づき業務を履行し、管理経費として計算された金額を発注者に支払うもの

とする。 

３ 本契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

４ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本国通貨とする。 

５ 本契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、特別の定めがある場合を除

き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるところによるものとする。 

６ 本契約における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年

法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

（信義則） 

第２条 受注者は、本契約の内容を発注者の指示及び信義に従い、誠実に履行するものとする。 

 （業務内容） 

第３条 本契約における業務内容は、次のとおりとする。 

 ⑴ 履行場所 

   広島市安佐北区亀山南一丁目２番１号 

広島市立北部医療センター安佐市民病院(仮称) 

 ⑵ 業務内容 

  ① レンタルシステムの設置及び運営業務 

仕様書のとおり 

  ② ベッドメイキング業務 

    仕様書のとおり 

 （契約履行期間） 

第４条 本契約の契約履行期間は、令和４年５月１日から令和１２年３月３１日までとする。 

２ 契約締結の日から令和４年４月３０日までの間を業務開始に向けた準備期間とし、その際の費用

については受注者の負担とする。 

 （設置運営等開始日） 

第５条 受注者は、令和４年５月１日から本契約に係る業務を開始するものとする。 

（現場責任者） 



第６条 受注者は、業務に従事する従業員の中から、次に掲げる事項について受注者を代理する現場

責任者を選任するものとする。 

⑴ 受注者の従業員の指導監督 

⑵ 契約書及び仕様書等に定めのない業務の履行に係る承諾 

⑶ その他、本契約の目的達成に必要な事項 

２ 発注者は、業務の履行に関する委託者としての注文、指示等は受注者又は受注者の選任した現場

責任者に対して行うものとする。 

 （固定資産の使用許可等） 

第７条 受注者は、レンタルシステムを設置するため固定資産（建物）を使用するに当たっては、使

用する１か月前までに地方独立行政法人広島市立病院機構固定資産貸付要領第５条に定める「固定

資産貸付申請書」を発注者に提出し、発注者の使用許可を受けなければならない。使用期間は１年

以内とし、使用期間満了後、引き続いて使用しようとするときも同様とする。 

２ 受注者は、前項の使用許可に際し付した条件を遵守しなければならない。 

（レンタルシステムの所有権） 

第８条 レンタルシステムの所有権は、受注者に帰属する。 

 （レンタルシステムの保管） 

第９条 発注者は、受注者が本契約により設置したレンタルシステムを、善良な管理者の注意をもっ

て保管しなければならない。 

 （レンタルシステムの維持及び補修） 

第１０条 レンタルシステムの維持及び補修は、受注者の責任において行うものとし、レンタルシス

テムの管理運営上必要なサービスも同様とする。 

 （レンタルシステムの変更等） 

第１１条 発注者又は受注者が第３条に定める設置場所又は内容を変更しようとするときは、事前に

相手方の承認を得るものとする。 

 （利用料金及び諸費用の負担） 

第１２条 レンタルシステムの利用料金は、次のとおりとする。 

機器 金額 

テレビ・DVD 再生装置 １時間当たり               ○○○ 円 

冷蔵庫 ２４時間当たり              ○○○ 円 

洗濯機 １工程（洗い・すすぎ・脱水）当たり    ○○○ 円 

乾燥機 １回（３０分）当たり           ○○○ 円 

イヤホン販売機 １個当たり                ○○○ 円 

２ レンタルシステムの売上金は受注者に帰属するものとする。 

３ 前項の売上金（イヤホンの売上金を除く）からカード精算金額を控除した金額を収益金とする。 

４ 受注者は、翌月１０日までに、その月の売上金及び収益金に関する報告書を発注者に提出しなけ

ればならない。 

５ 受注者は、その月の収益金の〇〇％にあたる額を管理経費として翌月末日までに発注者に納付す

るものとする。 



６ 前項の管理経費について、１円未満の端数が生じたときは、これを１円に切り上げる。 

７ レンタルシステムの補修及び管理運営に係る費用並びに盗難による損害は、受注者の負担とす

る。ただし、利用者による故意又は重大な過失により発生した補修はこの限りでない。 

（物価変動等に基づく利用料金の変更） 

第１３条 日本国内における物価水準又は消費税及び地方消費税の変動により利用料金が著しく不適

当となったときは、発注者又は受注者は、利用料金の変更を請求することができる。 

２ 前項の場合において、利用料金の変更額については、発注者と受注者が協議して定める。 

（検査等） 

第１４条 発注者は、必要があると認めたときは、受注者にベットメイキング（閉院日）に係る業務

に関する資料若しくは報告書を提出させ、又は受注者の同業務の実施状況を調査し、若しくは検査

することができる。 

２ 発注者は、前項の検査等により、必要があると認めたときは、受注者に対し、必要な措置を採る

ことを求めることができる。 

（権利義務の譲渡等） 

第１５条 受注者は、本契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはなら

ない。ただし、特別の理由によりあらかじめ書面で発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（一括委任等の禁止等） 

第１６条 受注者は、本契約の履行に当たってその全部又は一部を第三者に請け負わせ、若しくは委

任してはならない。ただし、あらかじめ書面で発注者の承認を得た場合は、本契約の履行の一部を

第三者に請け負わせ、又は委任することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、受注者は、本契約の履行の一部を次のいずれかに掲げる者に直接委

任又は請け負わせてはならない。 

⑴ 発注者又は広島市の競争入札参加資格の取消しを受けた者で、広島市の競争入札に参加するこ

とができない期間を経過しないもの 

 ⑵ 地方独立行政法人広島市立病院機構競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成３０年７月３

０日施行）又は広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱により指名停止の措置を受けた者

で、指名停止の期間が経過しないもの 

 ⑶ 法人若しくは事業を営む個人又はそれらの役員等(広島市発注契約に係る暴力団等排除措置要

綱(以下「暴力団等排除措置要綱」という。)第２条第８項に規定する役員等をいう。以下同

じ。)が、次のいずれかに該当するもの 

ア 暴力団等排除措置要綱第２条第１項に規定する暴力団 

イ 暴力団等排除措置要綱第２条第２項に規定する暴力団員等 

ウ 暴力団等排除措置要綱第２条第３項に規定する暴力団経営支配法人等 

エ 暴力団等排除措置要綱第２条第４項に規定する被公表者経営支配法人等 

オ 暴力団等排除措置要綱第２条第５項に規定する暴力団関係者  

３ 受注者は、前項各号に掲げる者以外の者に本契約の履行の一部を委任し、又は請け負わせた場合

においては、当該一部の契約の履行の全部又は一部を、同項各号に掲げる者に再委任し、又は再下

請負させてはならない。 

４ 受注者は、受任者又は下請負人を定めたときは、直ちに当該者の商号又は名称その他必要な事項



を発注者に通知するとともに、第２項各号のいずれかに該当する者がいないことの確認を受けなけ

ればならない。 

（談合行為等の措置） 

第１７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 

⑴ 公正取引委員会が、この契約に係る入札（見積合わせを含む。以下同じ。）に関して、受注者が

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第２条第６項の不

当な取引制限をし、同法第３条の規定に違反する行為がある又はあったとして、同法第 7 条又は

第７条の２の規定による命令を行い、当該命令が確定したとき。 

⑵ この契約に係る入札に関して、受注者（受注者の役員等（広島市発注契約に係る暴力団等排除

措置要綱第２条第８項に規定する役員等をいう。）、代理人、使用人その他の従業員を含む。以下

この項において同じ。）が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６に規定する行為をし、

これに対する刑が確定したとき。 

⑶ その他この契約に係る入札に関して、受注者が第１号又は前号に掲げる行為をしたことが明白

となったとき。 

⑷ この契約に係る入札に関して、受注者が、刑法第１９８条に規定する行為をし、これに対する

刑が確定したとき、又は当該行為をしたことが明白となったとき。 

２ 受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、その損害の賠償を

発注者に請求することはできない。 

３ 受注者は、第１項各号のいずれかに該当するときは、履行中の年度の前３年間における１年当た

りの平均入院患者延べ数に、２４時間当たりの冷蔵庫の利用料金（単価）を乗じて得た金額の１０

分の２に相当する額（小数点以下切捨て）を、損害金として発注者の指定する期間内に支払わなけ

ればならない。この契約の解除又は終了の後においても、同様とする。 

４ 第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、発注者に生じた実際の損害額が前項に規

定する損害金の額を超えるときは、発注者は受注者に対しその超える額についても損害賠償請求す

ることができる。 

 （損害賠償） 

第１８条 受注者及びその従業員の責めに帰すべき事由により、発注者又は第三者に損害を与えたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する賠償額（仕様書等に定めるところにより付された保険

によりてん補された部分を除く。）のうち、発注者の指示、貸与品等（発注者が受注者に貸与し、又

は支給する図面その他業務に必要な物品等のことをいう。以下同じ。）の性状その他発注者の責めに

帰すべき事由により生じた損害に係るものについては、発注者がその賠償額を負担する。ただし、

受注者が、発注者の指示又は貸与品等が不適当であること等発注者の責めに帰すべき事由があるこ

とを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

３ 前２項の場合その他業務を行うにつき第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者及び

受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 （契約の解除） 

第１９条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当な期間を定めてその履行



の催告を書面で行い、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することができる。ただし、

その期間を経過した時における業務の不履行が、本契約及び取引上の社会通念に照らし軽微である

ときは、この限りでない。 

 ⑴ 正当な理由なく、本契約の履行に着手すべき期日を過ぎてもその履行に着手しないとき。 

 ⑵ 前号又は次項の各号に掲げる場合のほか、本契約に違反したとき。 

２ 発注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本契約を解除することができる。 

 ⑴ 第１６条第１項から第３項までの規定に違反したとき。 

 ⑵ 受注者が本契約の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

 ⑶ 前各号に掲げる場合のほか、受注者が本契約の履行をせず、発注者が前項の催告をしても契約

をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

 ⑷ 暴力団、暴力団員等、暴力団等経営支配法人等又は暴力団関係者に本契約によって生じる権利

又は義務を譲渡し、又は承継させたとき。 

 ⑸ 警察等捜査機関からの通報等により、第１６条第２項第３号に該当する者であることが判明し

たとき。 

 ⑹ 受注者が、第１６条第３項に違反して、本契約の一部の履行の全部又は一部を、同条第２項第

３号に掲げる者に再委任し、又は再下請負させた場合において、発注者が当該再委任又は再下請

負の契約を解除させるよう必要な措置を講ずることを求め、受注者がこれに応じなかったとき。 

３ 受注者は、第１項又は前項の規定による契約の解除により損害を受けることがあっても、その損

害の賠償を発注者に請求することができないものとする。 

４ 受注者は、第１項又は第２項の規定によって本契約を解除されたときは、履行中の年度の前３年

間における１年当たりの平均入院患者延べ数に、２４時間当たりの冷蔵庫の利用料金（単価）を乗

じて得た金額の１０分の１に相当する額（小数点以下切捨て）を、違約金として発注者の指定する

期間内に支払わなければならない。 

（法令の遵守） 

第２０条 受注者は、契約の履行に当たっては、関係法令を遵守しなければならない。 

（契約の変更） 

第２１条 発注者は、受注者が請け負った業務を完了するまでは、仕様等を変更することができる。 

２ 前項の場合において、契約に定める条件を変更する必要があるときは、発注者及び受注者が協議

のうえ定めるものとする。 

３ 発注者は、第１項に定めるもののほか、契約に定める条件を、受注者と協議のうえ変更すること

ができる。 

（守秘義務） 

第２２条 受注者は、本契約の履行に際して知り得た秘密を他に漏らしてはならない。本契約の終了

後及び解除後も、同様とする。 

２ 受注者は、本契約の履行に当たり個人情報を取り扱う場合には、別記「個人情報取扱特記事項」

を遵守しなければならない。 

 （裁判管轄） 

第２３条 本契約に関する紛争は、広島地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 （補則） 



第２４条 本契約に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して、これを

定める。 

 

本契約の締結を証するため、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保

有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

               （発注者） 広島市中区基町７番３３号 

                     地方独立行政法人広島市立病院機構 

                     理事長  竹内 功 

 

 

               （受注者）  

 

 


